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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
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【誤訳訂正書】
【提出日】平成21年11月30日(2009.11.30)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被験体における聴力低下の治療または予防のための医薬の製造における、
　（ａ）配列番号２４に示されるアミノ酸配列、または
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　（ｂ）（ａ）に対して少なくとも９５％相同でありかつＪＮＫ阻害活性を有するアミノ
酸配列、
から選択されるアミノ酸配列を有するペプチドの使用。
【請求項２】
　前記被験体が、異常な細胞損傷を特徴とする病態を発症する危険にある、請求項１に記
載の使用。
【請求項３】
　前記異常な細胞損傷が、興奮毒性細胞死である、請求項２に記載の使用。
【請求項４】
　前記異常な細胞損傷が、アポトーシス細胞死である、請求項３に記載の使用。
【請求項５】
　前記ペプチドは、前記被験体が騒音障害に曝露される前に投与される、請求項１に記載
の使用。
【請求項６】
　前記ペプチドは、前記被験体が騒音障害に曝露された後に投与される、請求項１に記載
の使用。
【請求項７】
前記騒音障害が、少なくとも９０ｄＢ　ＳＰＬの騒音である、請求項５または６に記載の
使用。
【請求項８】
　前記ペプチドは、前記被験体が抗生物質に曝露される前に投与される、請求項１に記載
の使用。
【請求項９】
　前記ペプチドは、前記被験体が抗生物質に曝露された後に投与される、請求項１に記載
の使用。
【請求項１０】
　前記抗生物質がアミノグリコシドである、請求項８または９に記載の使用。
【請求項１１】
　前記投与が、耳介内、腹腔内、鼻腔内、静脈内、経口およびパッチ送達よりなる群から
選択されるいずれか１つの投与経路により送達される請求項５～１０のうちのいずれか１
項に記載の使用。
【請求項１２】
　被験体における聴力低下の治療または予防のための組成物であって、
　（ａ）配列番号２４に示されるアミノ酸配列、または
　（ｂ）（ａ）に対して少なくとも９５％相同でありかつＪＮＫ阻害活性を有するアミノ
酸配列、
から選択されるアミノ酸配列を有するペプチド
を含む、組成物。
【請求項１３】
　前記被験体が異常な細胞損傷を特徴とする病態を発症する危険にあることを特徴とする
、請求項１２に記載の組成物。
【請求項１４】
　前記異常な細胞損傷が興奮毒性細胞死であることを特徴とする、請求項１３に記載の組
成物。
【請求項１５】
　前記異常な細胞損傷がアポトーシス細胞死であることを特徴とする、請求項１４に記載
の組成物。
【請求項１６】
　前記被験体が騒音障害に曝露される前に前記ペプチドが投与されることを特徴とする、
請求項１２に記載の組成物。
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【請求項１７】
　前記被験体が騒音障害に曝露された後に前記ペプチドが投与されることを特徴とする、
請求項１２に記載の組成物。
【請求項１８】
前記騒音障害が少なくとも９０ｄＢ　ＳＰＬの騒音であることを特徴とする、請求項１６
または１７に記載の組成物。
【請求項１９】
　前記被験体が抗生物質に曝露される前に前記ペプチドが投与されることを特徴とする、
請求項１２に記載の組成物。
【請求項２０】
　前記被験体が抗生物質に曝露された後に前記ペプチドが投与されることを特徴とする、
請求項１２に記載の組成物。
【請求項２１】
　前記抗生物質がアミノグリコシドである、請求項１９または２０に記載の組成物。
【請求項２２】
　前記投与が、耳介内、腹腔内、鼻腔内、静脈内、経口およびパッチ送達よりなる群から
選択されるいずれか１つの投与経路により送達されることを特徴とする、請求項１６～２
１のうちのいずれか１項に記載の組成物。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１７
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１７】
　幾つかの態様において、本発明のペプチドの投与は、耳介内（ｉｎｔｒａｕｒｔｉｃｕ
ｌａｒ）、腹腔内、鼻腔内、静脈内
、経口およびパッチ送達から選択されるいずれか１つの投与経路によってなされ得る。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２９】
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【表１】

　（ＪＮＫ阻害剤ペプチド）
　一態様において、本発明はＪＮＫ阻害剤ペプチドを提供する。用語の「ペプチド」は特
定の長さを意味しない。幾つかの実施形態において、ＪＮＫ阻害剤ペプチドは、長さがア
ミノ酸２８０個未満、例えば長さがアミノ酸１５０個以下、１００個以下、７５個以下、
５０個以下、３５個以下、または２５個以下である。種々の実施形態において、ＪＮＫ阻
害剤ペプチドは、配列番号：１～６および２１～２２の１つ以上のアミノ酸配列を含む。
一実施形態において、ＪＮＫ阻害剤ペプチドペプチド類はＪＮＫに結合する。他の実施形
態において、前記ペプチドは、少なくとも１つのＪＮＫ活性化転写因子、例えば、ｃ－Ｊ
ｕｎ、ＡＴＦ２またはＥｌｋ１の活性化を阻害する。
【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１０２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１０２】
　治療としては、ＪＮＫキナーゼ活性を調整する試薬の投与が挙げられる。用語の「調整
する」には、ＪＮＫが過剰発現する場合のＪＮＫ発現の抑制が挙げられる。また、それに
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は、細胞内の天然のｃ－ｊｕｎ、ＡＴＦ２結合部位およびＮＦＡＴ４結合部位の競合的阻
害剤として、例えば、配列番号：１～６および２１～２２ならびに配列番号：１１～１６
および２３～２６のいずれか１つ以上のペプチドを用いることによるｃ－ｊｕｎ、ＡＴＦ
２またはＮＦＡＴ４のリン酸化抑制も挙げられる。したがって、ｃ－ｊｕｎ、ＡＴＦ２ま
たはＮＦＡＴ４から構成される転写因子のヘテロおよびホモ複合体およびそれらの例えば
、ｃ－ｊｕｎ、ＡＴＦ２およびｃ－ｆｏｓから構成されるＡＰ－１複合体などの関連パー
トナーの抑制も挙げられる。細胞増殖障害が、ＪＮＫの過剰発現に関連している場合、こ
のような抑制的ＪＮＫ阻害剤ペプチドが細胞に導入できる。幾つかの例では、「調整する
」には、例えば、ＪＮＫに対するＩＢペプチドの結合を妨げるＩＢペプチド特異的抗体の
使用によりＪＮＫ発現を増加させ、したがって、ＩＢ関連ペプチドによるＪＮＫ阻害の防
止を挙げることができる。本発明のＪＮＫ阻害剤、ペプチド、融合ペプチドおよび核酸は
製薬組成物中に製剤化することができる。これらの組成物は、上記物質の１つに加えて、
製薬上許容できる賦形剤、担体、緩衝剤、安定化剤、または当業者に周知の他の物質を含
み得る。このような物質は、非毒性でなければならず、また有効成分の有効性を妨害して
はならない。担体または他の物質の精確な性質は、投与経路、例えば、経口、静脈内、皮
膚または皮下、鼻腔内、筋肉内、腹腔内、耳介内（ｉｎｔｒａｕｒｔｉｃｕｌａｒ）、ま
たはパッチ経路に依存し得る。
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